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本資料のご説明内容について
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２．機器レベルの設備点検
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・地震応答解析結果
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３．系統レベルの点検評価
・系統健全性評価の位置づけ

・系統機能試験実施状況

・系統機能試験結果

・系統健全性評価

４．新潟県中越沖地震に係る不適合について
　　　　＜補足説明＞不適合機器数と不適合件数の関係について

５．他号機と共用する設備の点検・評価について

６．まとめ
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１．本報告書の位置づけ
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本報告書の位置づけ（１）

 地震後の保全活動全般については、保安規定第107条に定める「特別
な保全計画」を策定し実施

 このうち、工事計画書対象設備については、原子力安全・保安院から
の指示※に基づき、「点検・評価計画書」を策定

　※原子力安全・保安院指示文書：「新潟県中越沖地震を受けた柏崎刈羽原子力
発電所の設備の健全性に係る点検・評価計画について 」（平成19年11月9
日付）

 この計画に基づき，原子炉の蒸気発生前までに健全性が確認できる設
備，系統を対象に，点検，試験および評価を実施してきた。

平成20年4月10日には、原子炉安全上重要な設備を中心に設備点
検ならびに地震応答解析について取りまとめた「中間とりまとめ
（報告書）」を提出した

平成２０年９月１９日には，燃料装荷およびタービン復旧前までに
実施可能な設備点検の結果について取りまとめた「機器レベルの点
検・評価報告」を提出した



4　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

機器レベル

(1362機器)

蒸
気
発
生
前

系統レベル

（４試験）

機器レベル

(１０５機器)

系統レベル

（23試験）

蒸
気
発
生
後

サブＷＧ日程

蒸気発生後

＜参考＞機器レベル・系統レベルの点検・評価の流れ（７号機）

H20/9/25

本報告書の位置づけ（２）

H20/11/4 H21/2/12

燃料装荷

　平成19年11月27日に提出した新潟県中越沖地震後の設備健全性に係
る点検・評価計画書（初版）は，地震による設備への影響を確認するこ
とを目的として策定された。

　本報告書は，点検・評価計画書に定められた対象設備における設備点
検，地震応答解析および系統機能試験が終了し，設備健全性の評価を実
施したことから，これらの結果についてまとめたものである。

プラント全体の
機能試験・評価計画書提出

点検・評価
計画書提出(初版)

H19/11/27

プラント全体の
機能試験・評価
報告書提出

点検・評価
報告書提出

点検・評価
計画書提出(改訂5)

点検・評価
報告書提出(機器レベル)

燃料装荷までに実施可能な14試験
について報告
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２．機器レベルの設備点検
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前回報告からの進捗

　機器レベルの設備点検については，昨年９月に機器レベルの報告を行っ
た。設備点検が完了した約1190機器のうち71機器について異常ありと
判断した。（地震影響あり29機器、その他経年劣化事象42機器）なお，
これらの機器はすべて取替・補修・手入れ等の対応が完了している。

　また，前回報告以降の点検では，燃料装荷後とタービン復旧後に実施
可能な約170機器についての点検を行い，異常が新たにないことを確認
し，全ての設備点検を完了した。

機器レベル

(1362機器)
蒸
気
発
生
前

サブＷＧ日程 H20/9/25 H20/11/4 H21/2/12

燃料装荷
点検・評価
計画書提出(初版)

H19/11/27

点検・評価
報告書提出

点検・評価
計画書提出(改訂5)

点検・評価
報告書提出(機器レベル)

約1190機器 約170機器
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地震応答解析結果

 重要度分類クラス１の設備および重要度分類クラス２の設備であっ
て，耐震安全上重要度が高い設備（耐震クラスがAs, Aのものおよ
びその他動的地震動による耐震評価の対象としているもの）につい

て構造強度評価および動的機能維持評価を実施した。

 地震応答解析について，評価対象設備の算出値は評価基準値を満足
することを確認

構造強度の評価結果より，機器・配管系の算出値はいずれも評価
基準値以下であることを確認

地震による建屋間相対変位を含む1次+2次応力が厳しくなる設備
を選出し疲労評価を実施した結果，本地震による疲れ累積係数と
設計時の運転状態Ⅰ・Ⅱによる疲れ累積係数の和は，評価基準値
を十分下回っていることを確認

動的機器の応答加速度は，いずれも機能確認済加速度以下である
ことを確認
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総合評価結果（１）

地震応答解析の結果：全対象設備が評価基準を満足
⇒設備点検において異常が確認された設備について、総合評価を実施

設備点検で異常が確認された機器について
健全性評価の結果、原子炉安全上重要な設備に重要な損傷は確認されず

簡易な補修、手入れにより健全性を確保できることを確認。

健全性を損なった可能性のある設備は、取替・補修・手入れ等により設
備を原形復旧

設備の状況や地震応答解析結果等を踏まえて損傷原因を検討し，
以下のとおり分類
地震に起因しない事象
例：通常の保全活動にて確認される劣化事象（パッキンの劣化等）

地震に起因すると考えられる事象（含：地震による影響が否定できない事象）
例：動的機器内部構造物の接触事象（主タービン等）
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総合評価結果（２）

　　　

　　

　　
・地震に起因する　　　 ２９機器
（地震による影響が否定できない事象を含む）

・地震に起因しない事象 ４２機器

９機器に構造強度や機能に影響

点検対象：１３６２機器

１．動的機器内部構造物の接触事象（７機器）

　　・主タービン（高圧，低圧（A，B，C））内部構造物の接触・損傷等

　　・スラスト軸受摩耗検出装置（A，B，C）の損傷

２．部品等のずれ，こすれ，損傷等（２機器）

　　・原子炉建屋天井クレーン　　　ケーブルベアの車輪脱落　

　　・燃料取替機　　走行駆動用のシャフトカップリング部のボルト折損　　　　　
　　　　　　伸縮管ガイドレールの締め付け用皿ネジの折損

重要度分類クラスⅠ，耐震重要度As，Aの機器には構造強度や機能に影響は確認さ
れなかった。

そのうち

結果
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（補足）（補足）設備健全性の総合評価について設備健全性の総合評価について

【系統健全性の評価】【系統健全性の評価】

【系統機能試験】【系統機能試験】

系統レベルの点検・評価の範囲

【設備点検】 1362機器 【地震応答解析】

基本点検

追加点検

裕度が比較
的少ない

機器レベルの点検・評価の範囲

地震応答解析結果

異常あり
71機器

良好
構造強度評価
98設備
動的機能維持評価
36設備

裕度が比較的少ない

対象機器なし

全　２３試験

【設備健全性の総合評価】

地震に起因する事象：29機器
(いずれも軽微な事象で、原子
炉の安全に影響を及ぼすよう
なものではなかった)

地震に起因しない事象：42機器
(通常の点検で確認されるパッ
キン等の劣化)

異常なし
1291機器

異常あり
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３．系統レベルの点検評価
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　系統レベルの点検・評価とは、系統レベルの健全性を確認する試験お
よび系統レベルの健全性の評価をいう。

　系統機能試験では、系統の運転等によって、インターロック、警報の
作動、弁の作動、系統流量等の状況を確認し、系統健全性の評価では、
系統機能試験の結果から、系統全体の機能が正常に発揮されることを総
合的に評価した。

　なお、系統機能試験は、試験に係わる設備の健全性が、機器レベルの
点検・評価によって確認された後に実施した 。

　前回のＳＷＧまでに２０試験の結果について報告を行っている。残り
３試験が完了したことから，系統健全性の評価についてとりまとめた。

系統健全性評価の概要

機器レベル

(1362機器)

蒸
気
発
生
前

系統レベル

（23試験）

サブＷＧ日程 H20/9/25 H20/11/4 H21/2/12

燃料装荷
点検・評価
計画書提出(初版)

H19/11/27

点検・評価
報告書提出

点検・評価
計画書提出(改訂5)

点検・評価
報告書提出(機器レベル)

燃料装荷までに実施可能な14試験を報告

３試験

H20/12/19

主に燃料装荷状態で実施可能な６試験を報告



13　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

※１　：原子炉保護系ｲﾝﾀｰﾛｯｸ機能試験については、すべての試験項目（タービン復旧後の実施分含む）の完了をもって
　　　　１試験完了とする。
※２　：一部の試験項目は燃料装荷後に実施。
※３　：燃料装荷前の確認としては、原子炉建屋気密性能検査（停止後）および非常用ガス処理系機能検査により確認。
　　　　原子炉格納容器漏えい率試験後に、改めて原子炉建屋気密性能試験を実施済み。
※４　：原子炉保護系インターロック機能試験は何回かに分けて実施され、タービン設備に関わるものについては、
　　　　蒸気タービンの復旧後に実施予定。
　　　：今回の報告範囲
　　　：報告済

20.液体廃棄物貯蔵設備・処理設備の

インターロック機能試験

21.原子炉格納容器スプレイ系機能試験

22.原子炉格納容器隔離弁機能試験

23.自動減圧系機能試験

2-2.原子炉保護系ｲﾝﾀｰﾛｯｸ機能試験※４

　（タービン設備に関わるｲﾝﾀｰﾛｯｸ）

11.選択制御棒挿入機能試験

12.原子炉格納容器漏えい率試験

３.非常用ガス処理系機能試験

4.中央制御室非常用循環系機能試験

5.原子炉建屋気密性能試験※３

6.非常用ディーゼル発電機定格容量確認試験

7.直流電源系機能試験

13.タービンバイパス弁機能試験

14.給水ポンプ機能試験

蒸気タービンの復
旧後に実施するも
の　　（３試験）

15.主蒸気隔離弁機能試験

16.計装用圧縮空気系機能試験

17.ほう酸水注入系機能試験

18.可燃性ガス濃度制御系機能試験

19.原子炉建屋天井クレーン機能試験

特に制約がないも
の

（９試験）

8.原子炉停止余裕試験

9.制御棒駆動系機能試験

10.制御棒駆動機構機能試験

燃料装荷状態で実
施するもの

（５試験）

１.非常用ディーゼル発電機，高圧炉心注
水系，低圧注水系，原子炉補機冷却系
機能試験

２-1.原子炉保護系ｲﾝﾀｰﾛｯｸ機能試験※２

（原子炉設備に関わるｲﾝﾀｰﾛｯｸ）

燃料装荷前に実施
するもの

（７試験）

系統機能試験実施時期

系統機能試験実施状況（１）
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系統機能試験実施状況（２）

タービン設備に関わる
インターロック

原子炉設備に関わる
インターロック　※１

計装用圧縮空気系機能試験

燃料装荷状態

燃料装荷状態

特に制約なし

タービン復旧後

　燃料装荷前※１

特に制約なし

燃料装荷状態

タービン復旧後

タービン復旧後

特に制約なし

燃料装荷前

特に制約なし

燃料装荷状態

実施時期

実施済
（平成20年11月18日）

選択制御棒挿入機能試験

実施済
（平成20年11月25日）

制御棒駆動機構機能試験

実施済
（平成20年10月28日）

実施済

（平成2１年２月３日）

　実施済※１

（平成20年11月1日）原子炉保護系
インターロック機能試験

実施済
（平成20年10月16日）

ほう酸水注入系機能試験

実施済
（平成20年11月28日）

制御棒駆動系機能試験

計測制御系統設備

実施済

（平成2１年２月2日）
給水ポンプ機能試験

実施済

（平成2１年２月4日）
タービンバイパス弁機能試験

実施済
（平成20年11月25日）

自動減圧系機能試験

実施済
（平成20年10月31日）

非常用ディーゼル発電機、高圧炉心注水系、
低圧注水系、原子炉補機冷却系機能試験

実施済
（平成20年10月28日）

主蒸気隔離弁機能試験

原子炉冷却系統設備

実施済
（平成20年11月18日）

原子炉停止余裕試験原子炉本体

検査実施状況系統機能試験名対象系統

※１：一部の試験項目は燃料装荷後に実施。

前回報告からの進捗箇所
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系統機能試験実施状況（３）

主蒸気隔離弁機能試験※３

非常用予備発電装置

原子炉格納施設

廃棄設備

非常用ディーゼル発電機、高圧炉心注水系、
低圧注水系、原子炉補機冷却系機能試験※３

燃料装荷前

燃料装荷前

燃料装荷前

特に制約なし

　燃料装荷前※２

特に制約なし

特に制約なし

特に制約なし

燃料装荷状態

特に制約なし

燃料装荷前

燃料装荷前

特に制約なし

実施時期

実施済
（平成20年9月24日）

直流電源系機能試験

実施済
（平成20年10月28日）

非常用ディーゼル発電機定格容量確認試験

実施済
（平成20年10月31日）

実施済
（平成20年10月28日）

　実施済※２

（平成20年10月24日、12月7日）
原子炉建屋気密性能試験※２

実施済
（平成20年9月18日）

原子炉格納容器スプレイ系機能試験

実施済
（平成20年10月１0日）

可燃性ガス濃度制御系機能試験

実施済
（平成20年11月24日）

原子炉格納容器隔離弁機能試験

実施済
（平成20年12月5日）

原子炉格納容器漏えい率試験

実施済
（平成20年9月19日）

液体廃棄物貯蔵設備・処理設備のインター
ロック機能試験

実施済
（平成20年11月2日）

中央制御室非常用循環系機能試験

実施済
（平成20年10月24日）

非常用ガス処理系機能試験

放射線管理設備

実施済
（平成20年10月27日）

原子炉建屋天井クレーン機能試験燃料設備

検査実施状況系統機能試験名対象系統

※２：燃料装荷前の確認としては、原子炉建屋気密性能検査（停止後）および非常用ガス処理系機能検査により確認。
原子炉格納容器漏えい率試験後、改めて原子炉建屋機密性能検査を実施済み（12月7日） 。

※３：原子炉冷却系統設備の検査と重複する試験項目。
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詳細試験結果 2-2

制
御
棒

制
御
棒
駆
動
機
構

原子炉
圧力容器

電動機

水

窒素

窒
素
容
器

＜本系統の役割【止める】＞
原子炉の緊急停止（スクラム）を要するような状況を検出し、
制御棒を原子炉内へ緊急挿入させるための信号を出力するこ
と。

＜試験の目的＞
原子炉緊急停止（スクラム）論理回路（インターロック）の
うち、任意のスクラム要素の検出器（センサー）の作動を模
擬しスクラム弁等が作動することを試験する※。

水
圧
制
御
ユ
ニ
ッ
ト

原子炉緊急停止（スクラム）信号が発信されると、
水圧制御ユニットに取り付けられたスクラム弁が
開き、水圧制御ユニット内に充てんされていた水
圧を制御棒駆動機構の中空ピストンに与え、制御
棒を原子炉内へ押し込む

中
空
ピ
ス
ト
ン

スクラム弁

論理回路

センサー

センサー

センサー

センサー

※：原子炉設備に関わるｲﾝﾀｰﾛｯｸの論理回路につい
て燃料装荷前に実施済み。タービン設備に関わ
るインターロックとスクラム弁の実作動等の確
認を今回実施。

　原子炉保護系インターロック機能試験
（タービン設備に関わるインターロック）
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詳細試験結果 2-2
試験結果

　再循環ポンプ可変周波数電源装置の受電遮断機並びに再
循環ポンプ可変周波数電源装置が正常に動作することを確
認した。【再循環ポンプ可変周波数電源装置の受電遮断機
並びに再循環ポンプ可変周波数電源装置が正常に動作する
ことを確認した。】

原子炉再循環ポンプトリップ要素において，模擬信号により、
原子炉再循環ポンプトリップ機能が働くこと。

　スクラム弁及びバックアップスクラム弁が正常に動作す
ることを確認した。【スクラム弁及びバックアップスクラ
ム弁が正常に動作することを確認した。】

原子炉緊急停止系論理回路のうち任意のスクラム要素の検出
器の作動を模擬し、スクラム機能が正常に動作すること。

　各要素の論理回路が正常に動作することを確認した。
【各要素の論理回路が正常に動作することを確認した。】

　原子炉保護系計装論理回路において、模擬信号により以下
のスクラム動作論理回路が正常に動作すること。
　また、原子炉再循環ポンプトリップ計装論理回路において、
模擬信号により以下のトリップ動作論理回路が正常に動作す
ること。
　　・主蒸気止め弁閉　　・蒸気加減弁急速閉

結果判定基準

定期事業者検査における確認項目

重点的に確認する項目

結果確認項目

本試験にて作動する設備で、異常が確認された設
備はない。

c. 設備点検で異常が確認された設備に対する作動状態等の確認

地震前の試験結果と比較し、問題ないと評価した。d. 地震前の試験結果との比較との比較

一連の作動状態に異常がないことを確認した。b. インターロックから実作動までの一連の作動状態の確認

前提条件となる点検、定期事業者検査が完了して
いることを確認した。

a. 試験実施前の前提条件の確認

（注）【　】は地震前試験結果を示す。

　原子炉保護系インターロック機能試験
（タービン設備に関わるインターロック）
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詳細試験結果 13.（タービンバイパス弁機能試験）

主蒸気止め弁

タービン
バイパス弁

＜本系統の役割【その他】＞
タービンバイパス弁は、プラントの起動、停止、負荷遮断などにおいて、原
子炉にて発生した蒸気を復水器に流すことにより、原子炉の圧力制御を行っ
ている。

＜試験の目的＞
タービンの運転状態を模擬した状態で、タービンを手動停止させ、主蒸気止
め弁が完全に閉まることにより、３台のタービンバイパス弁が全て完全に開
くことを確認する。

原子炉圧力容器

タービン 発電機

復水器
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詳細試験結果 13.（タービンバイパス弁機能試験）

試験結果

主蒸気止め弁の閉動作開始からタービ
ンバイパス弁開度が80％に到達する
時間
　♯１ 　0.2 秒【 0.20 秒 】
　♯２ 　0.2 秒【 0.21 秒 】
　♯３ 　0.2 秒【 0.20 秒 】

主蒸気止め弁の閉動作開始から
タービンバイパス弁が開動作開
始する時間※

　♯１　　0.1 秒
　♯２　　0.1 秒
　♯３　　0.1 秒

主蒸気止め弁の閉動作開始から0.1秒以内にター
ビンバイパス弁が開動作を開始し、0.3秒以内
にタービンバイパス弁開度が80％に到達する
こと。

・タービンバイパス弁♯１～３が全閉から全開することを現場にて確認し
た。【タービンバイパス弁＃１～３が全閉から全開することを現場にて確
認した。】
・中央制御室弁開度指示計の指示値が許容範囲内であること及び警報が点
灯することを確認した。【中央制御室弁開度指示計の指示値が許容範囲内
であること及び警報が点灯することを確認した。 】
　　♯１　 0 → 100 　【 0 → 100 】
　　♯２　 0 → 100 　【 0 → 100 】
　　♯３　 0 → 100 　【 0 → 100 】

・タービントリップにより、タービンバイパス
弁♯１～３の弁動作が全閉から全開すること。

・また、中央制御室弁開度指示計の指示値が許
容範囲内であること及び中央制御室警報が消灯
から点灯すること。

結果判定基準

定期事業者検査における確認項目

重点的に確認する項目
結果確認項目

本試験にて作動する設備で、異常が確認された設
備はない。

c. 設備点検で異常が確認された設備に対する作動状態等の確認

地震前の試験結果と比較し、問題ないと評価した。d. 地震前の試験結果との比較

一連の作動状態に異常がないことを確認した。b. インターロックから実作動までの一連の作動状態の確認

前提条件となる点検、定期事業者検査が完了して
いることを確認した。

a. 試験実施前の前提条件の確認

（注）【　】は地震前試験結果を示す。

※　データ測定項目の見直しにより、地震前の定期事業者検査では当該の項目は測定していない。



20　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

詳細試験結果 14.（給水ポンプ機能試験）

原子炉圧力容器

↑ M ↑ M ↑ T ↑ T

復水器より

タービン駆動
原子炉給水ポンプ

電動機駆動
原子炉給水ポンプ

＜本系統の役割【冷やす】＞
給水ポンプは、タービンで仕事を終え復水器に回収された水を再び原子炉へ戻し、原
子炉内の水位を一定に保つ役割を持つ。通常時は、タービン駆動原子炉給水ポンプが
運転しているが、タービン駆動原子炉給水ポンプが故障等で停止した場合には、電動
機駆動原子炉給水ポンプが自動起動し、原子炉への給水を途絶えさせないようにして
いる。

＜試験の目的＞
タービン駆動原子炉給水ポンプの2台運転を模擬した状態で、１台を手動で停止させ、
電動機駆動原子炉給水ポンプ２台が自動起動することを試験する。
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詳細試験結果 14.（給水ポンプ機能試験）

試験結果

タービン駆動原子炉給水ポンプＡとＢについて、各々１台手動トリップさ
せることにより、電動機駆動原子炉給水ポンプ２台が自動起動することを
中央制御室表示灯及び現場にて確認した。

【タービン駆動原子炉給水ポンプＡとＢについて、各々１台手動トリップ
させることにより、電動機駆動原子炉給水ポンプ２台が自動起動すること
を中央制御室表示灯及び現場にて確認した。】

タービン駆動原子炉給水ポンプＡ、Ｂを２台
運転模擬し、１台手動にてトリップすること
により、電動機駆動原子炉給水ポンプ２台が
自動起動すること。

結果判定基準

定期事業者検査における確認項目

重点的に確認する項目

ポンプ作動時に異常な振動、異音、異臭がなく、正常
に動作することを確認した。

　　　・対象設備：電動機駆動原子炉給水ポンプ電動機Ａ
　　　・異常内容：固定子巻線楔の緩み

結果確認項目

c. 設備点検で異常が確認された設備に対する作動状態等の確認

地震前の試験結果と比較し、問題ないと評価した。d. 地震前の試験結果との比較

一連の作動状態に異常がないことを確認した。
振動診断により、異常兆候がないことを確認した。

b. インターロックから実作動までの一連の作動状態の確認

前提条件となる点検、定期事業者検査が完了している
ことを確認した。

a. 試験実施前の前提条件の確認

（注）【　】は地震前試験結果を示す。
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系統機能試験結果（１）

１．系統機能試験については、全23項目の試験を実施し、すべての試験につ
　　いて判定基準を満足しており、異常のないことを確認した。

２．地震影響に特に注意する観点から，以下の項目について重点的に確認を　
　　行った。

　　①試験実施前の前提条件の確認

　　②インターロックから実作動までの一連の作動状態の確認　　　　　　　
　　　　試験項目に応じて，現場と，測定値等により確認した。また，振動診断等も活用した。

　　③設備点検において異常が確認された設備に対する確認　　　　　　　　
　　　　設備点検で異常が確認された設備が作動する場合，異常の内容を考慮した確認項目を　
　　　　設定し，補修等の復旧状態を確認した。

　　④地震前の試験結果との比較

３．重点的に確認を行った結果から，流量，温度，その他のパラメータに顕著
　　な差異は認められず，地震の影響を示す兆候は確認されなかった。
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 系統機能試験について4件の不適合が確認された。これらは，地震を
起因として発生したものはなく、地震による影響を評価の上、系統健全
性の評価を実施しなければならなかったものはなかった。

　また、いずれも検査の成立性に影響を及ぼさないものであったことか
ら系統健全性が確認できたと判断する。

系統機能試験結果（２）

なし

なし

なし

なし

地震
影響

測定値の記録において小数点以下第二位まで記載と
すべきところを第三位まで記載した。不適合の処置
方法に従い修正した。

原因調査として、再度「自動」を押したところ、ラ
ンプが正常に表示したことから、 一過性のプッシュ
ボタン接点不良と判断し、検査を再開した。

当該の模擬信号を復帰後、適切な模擬号を入力し、
試験を継続した。

原子炉格納容器内のＮ２ガスが，高圧炉心注入系隔
離弁からシートパスし，高圧炉心注入系へ流れ込ん
だためと推定される。当該弁は仕切り弁であるため，
構造上低背圧時のシートパスを完全に防ぐことは困
難であり，当該事象は地震発生前にも度々確認され
ている。また，当該弁は，弁間リークテストにより，
規定圧でのシート機能が健全であることを確認して
いる。

原因と
不適合に対する対応

定期事業者検査終了後、検査記録の
誤記の修正処置が適切でない不適合
事象を確認した。

B系検査時にプッシュボタンの「自
動」を押したところ、B系SGTSは
自動起動したが、プッシュボタンの
「自動」ランプが点灯しなかった。

模擬信号の一部を間違って入力した。

窒素ガスにより原子炉格納容器を昇
圧中、高圧炉心注入系（B）（C）圧
力が上昇する事象を確認した。

継続監視をしたところ、原子炉格納
容器昇圧完了後、高圧炉心注入系の
圧力は安定し、試験を継続実施した。

不適合事象

原子炉格納容器
漏えい率試験

計装用圧縮空気
系機能試験

非常用ガス処理
系機能試験
（SGTS）

自動減圧系
機能試験

系統機能試験
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系統健全性の評価（まとめ）

１．系統健全性の評価の方法　
　系統機能試験においては、判定基準を満足することで評価
することを基本とした。また、地震影響に特に注意する観
点から実施する項目の結果について、あわせて評価するよ
う計画した。

２．系統健全性の評価結果
　系統機能試験の結果、全ての試験において判定基準を満足
しており、重点的に確認する項目についても異常は確認さ
れなかった。
　また、試験中に確認された異常（不適合）事象については、
地震の影響によるものではないと評価した。
従って、地震による系統機能への影響はなく、系統機能は
正常に発揮されているものと評価した。
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４．新潟県中越沖地震に係る

不適合について



26　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

新潟県中越沖地震による不適合
新潟県中越沖地震による３,６６５件の不適合を確認

(平成21年2月6日現在)

2,49１

扉の取っ手やなどの固定ネジの外
れや変形

一般照明の不具合 等

通常のメンテナンス範囲の事象 等Ⅴ

９発電所管轄外の設備の不具合　等消耗品の交換等の事象　等対象外

1,08５
重要度の低い配管の変形

コンクリートの軽微なひび 等

品質保証の要求事項に対する軽微な

不具合事象 等
Ⅳ

3６
展望台斜面の土砂崩れ

変圧器周辺防油堤の沈下 等

品質保証の要求事項に対する不具合

事象 等
Ⅲ

3４
主排気ダクトのずれ

ドラム缶の転倒 等

品質保証の要求事項に対する重大な

不具合事象 等
Ⅱ

10

3号機所内変圧器の火災

オペレーティングフロアの水漏れ
等

法令、安全協定に基づく報告事象

性能に重大な影響を与える事象 等
Ⅰ

発生件数地震による主な不適合定義区分※

※不適合管理グレードＡｓ～Ｄを、耐震グレードとの混同を避けるため、区分Ⅰ～Ⅴに読み替え
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新潟県中越沖地震に係る不適合　号機別処理状況新潟県中越沖地震に係る不適合　号機別処理状況※１※１

※１不適合処理を完了したもの又はプラントの運転に影響が無いことの評価を完了したもの

不適合の発生　３６６５件　不適合の発生　３６６５件　平成２１年２月６日現在平成２１年２月６日現在

1～6号機発生分　２６９５件７号機発生分　２４８件７号機発生分　２４８件

77号機で対策実施号機で対策実施
２４８件／２４８件　２４８件／２４８件　完了完了

他号機に水平展開すべき事象１２５件※２

７号機に水平展開が必要な不適合７号機に水平展開が必要な不適合
７１件／７１件　７１件／７１件　 完了完了

0%

20%

40%

60%

80%

100%

１号機 ２号機 ３号機 ４号機 ５号機 ６号機 ７号機 共用設備

完
了
率

67.2%

44.6% 43.0% 45.6% 35.2% 43.1%

73.6%

100.0%

（677件） （400件） （472件） （415件） （455件） （276件） （248件） （722件）（不適合件数）

「共用設備」発生分　７２２件

各号機で発生している３６６５３６６５件の不具合のうち、平成２１年２月９日現在，７号機発生分は２４８２４８件につい
ては運転に影響を与えるものすべての処理が完了している。また，「共用設備」発生分７２２件並びに他号機
で発生し７号機に水平展開が必要なもの７１件について，７号機の運転に影響を与えるものすべての処理が完
了している。

７号機に水平展開が不要および
７号機発生の不適合　　５４件

　

※２:第17回設備健全性評価
SWG時点では124件として
報告。そのうち未完了であっ
た2件を除く122件について
「完了」または「プラントの
運転に影響がない」として報
告済み。

８件 ２９件 ８８件
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地震以外の不適合事象について地震以外の不適合事象について

地震によるもの以外の不適合事象についても，７号機で発見した不適合
事象は，平成２１年２月１０日現在，プラントの運転に影響を与えるもの
はすべて処理が完了している。また，共用設備で発見した不適合事象につ
いては，７号機の運転に影響を与えるものはすべて処理が完了している。

他号機で発見し７号機に水平展開が必要な不適合事象についても，プラ
ントの運転に影響を与えるものは全て７号機への水平展開が完了している。

今後発見した不適合事象についても，適切に処理を実施していく。
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７号機不適合事象の処理　完了状況７号機不適合事象の処理　完了状況（自ﾌﾟﾗﾝﾄ発生）（自ﾌﾟﾗﾝﾄ発生）

７号機タービン　スラスト摩耗検出装置の損傷について

接触磨耗痕が確認された
　　　検出器を交換

３カ所摩耗あり（全３カ所中）

中間軸
受箱
(MSD)

HPLP（C) LP（A)LP（B)発電機

前側軸受
箱
(FSD)

接触磨耗痕
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７号機不適合事象の処理　完了状況７号機不適合事象の処理　完了状況（自ﾌﾟﾗﾝﾄ発生）（自ﾌﾟﾗﾝﾄ発生）

７号機原子炉建屋天井トラス照明水銀灯落下防止用網のはずれ

落下防止用網のはずれ

はずれた網は２カ所（全４０カ所中）
落下防止用網を復旧
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７号機不適合事象の処理　完了状況７号機不適合事象の処理　完了状況（他号機からの水平展開）（他号機からの水平展開）

１号機屋外（地中）にある消火配管が破損

地中にある消火配管破損
（配管破断箇所　計４カ所） ７号機原子炉建屋

・建屋廻り消火配管地上化
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７号機不適合事象の処理　完了状況７号機不適合事象の処理　完了状況（他号機からの水平展開）（他号機からの水平展開）

重油タンク用泡消火設備の現場盤損傷（共用設備）

重油タンク用泡消火設備の
　　　　　　　　現場盤損傷
損傷した現場盤は

１カ所（全４カ所中）

７号機軽油タンク用泡消火設備の現場盤
・自立型の現場盤に取替
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＜＜参考＞参考＞不適合事象の処理不適合事象の処理　地震影響以外　地震影響以外（他号機からの水平展開）（他号機からの水平展開）

カップリング部

案内管底部

ＣＲソケット底面

アンカップリング

カップリング

６号機の制御棒アンカップリング事象の水平展開として，水中カメラによ
り制御棒駆動機構と制御棒が確実に結合していることを確認

制御棒駆動機構と制御棒のアンカップリング事象について

以下の再発防止対策の周知および実施を徹底

カップリング作業時に使用するチェックシートの見直し（運用面での対策）
カップリングチェックを定期事業者検査と位置づけ（運用面での対策）
制御棒分離検出信号の発生状態においてカップリングチェックに移行でき
ないようなインターロックの設置（設備面での対策）
カップリングチェックの重要性に鑑み，制御棒駆動機構と制御棒の結合確
認を保安規定に記載
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＜＜補足説明＞異常あり機器数と不適合件数の関係について補足説明＞異常あり機器数と不適合件数の関係について

異常あり機器数　７１機器 不適合件数　２４８件

スラスト軸受摩耗検出装置Ａ

【中越沖地震】タービン建屋タービン監

視計器損傷について

【中越沖地震】タービン建屋高圧タービ

ンローター接触痕他について

【中越沖地震】T/B ｵﾍﾟﾌﾛ Ｍ－ＳＴＤ中間
軸受台廻り基礎ひび割れについて

【中越沖地震】 7号機タービン建屋主ター
ビン中間軸受台、ソールプレート及びキー
損傷について

【中越沖地震】タービン建屋スラスト軸

受球面及びシールリング損傷の件について

スラスト軸受摩耗検出装置Ｂ

スラスト軸受摩耗検出装置Ｃ例１

複数の異常あり機器を１件の不適合が含む

例２

１件の異常あり機器が複数の不適合を含む

高圧タービン
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＜＜補足説明＞異常あり機器数と不適合件数の関係について補足説明＞異常あり機器数と不適合件数の関係について

異常あり機器数　７１機器 不適合件数　２４８件

地震の影響　　　２９機器
地震の影響以外　４２機器

新潟県中越沖地震に係わる不適合件数
３６６５件

７号機発生分　２４８件

点検・評価計画書に記載のある１３６２
機器のうち異常ありと判断した機器ごと
に計数している。よって１つの機器が２
件以上の不適合を含むことも、１件の不
適合が複数の異常あり機器を含むことも
ある。

７号機で発生した不適合で、中越沖地
震に係わる不適合を集計した。よって
点検評価計画書に記載のある１３６２
機器以外の不適合も含まれる。

異常あり機器
地震に係わる不適合

異常あり機器
地震以外不適合

設備点検対象以外
地震に係わる不適合

７１機器

２４８件
（７号機）

４２機器

２９機器　４５件

２０３件

地震に係わる不適合（全号機）
３６６５件　(平成21年2月6日現在)
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５．他号機と共用する設備の

点検・評価について
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他号機と共用する設備の点検・評価について（7号機）

報告書：参考資料５

　 ７号機のプラント全体の機能試験に必要な共用設備として477機
器を抽出し，機器レベルの点検を実施した。25機器に不適合が確認さ
れたが，いずれも原子炉安全を阻害する可能性はない事象であった
（地震影響あり21機器、その他経年劣化事象4機器）。その中で，構
造強度や機能維持へ影響を及ぼす可能性のあるものは４機器であった
が，いずれも補修，取替により原型復旧できる事象であった。なお，
これらの機器はすべて補修が完了済み。また，共用設備の系統レベル
の機能試験として補助ボイラ試運転検査など実施し，異常がないこと
も確認済み。

モニタリングポスト

　　超高圧開閉所　　
　（高起動変圧器）　

純水タンク

原子炉建屋（可燃性ガス濃
度制御系装置）

補助ボイラ

廃棄物処理設備

主な共用設備の機器
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６．まとめ
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まとめ

１．機器レベルの総合評価

　点検の結果，重要度分類クラスⅠ，耐震重要度As，Aの機器には構
造強度や機能に影響は確認されなかった。また．地震応答解析の結果，
評価基準値を下回っていることを確認した。

２．系統健全性の評価

　系統レベルの点検・評価については、地震による影響と考えられる
異常は確認されず、系統機能が正常に発揮されることを確認した。

３．不適合対策

　７号機設備ならびに共用設備の不適合処理と必要な水平展開につい
てはすべて対策が完了している。
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まとめ

４．地震の教訓を踏まえた対応

　運転員の地震時の対応強化を目的に操作訓練に新たなメニューを追加
し実施した。また，今後も継続的に実施していく計画。

・地震に起因する多重故障への対応等

　

５．設備・機器についての対策

・火災対策（消火配管地上化，主変圧器の杭基礎化）

・系外放出対策（管理区域からの漏水防止措置，燃料プール水スロシン
グ対策，排気塔からのヨウ素放出対策）

６．耐震強化について

　　原子炉安全上重要な設備については必要に応じ耐震強化を完了させ
た。また，新基準地震動Ssによる耐震安全性の確認を実施した。　


